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被疑者・被告人の身柄拘束の在り方

第１ 勾留と在宅の間の中間的な処分

考えられる制度の概要

１ 勾留と在宅の間の中間的な処分（以下仮に「中間処分」という ）は，。

一定の事件について，被疑者が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由

があり，かつ，罪証を隠滅し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由があ

る場合であって，中間処分が相当であるときに限り，することができるも

のとする。

２ 裁判官は，検察官から中間処分の請求を受けたときに，被疑者を中間処

分に付することができるものとする。

３(1) 中間処分に付された被疑者は，罪証隠滅又は逃亡の防止を図るために

必要な一定の事項を遵守しなければならないものとする。

(2) 中間処分の期間は，２か月とする。

４(1) 検察官，検察事務官又は司法警察職員は，中間処分に付されている被

疑者が３(1)の事項に違反した場合その他一定の場合には，被疑者を刑

事施設等に引致することができるものとする。この場合において，検察

， ， ，官は 被疑者に弁解の機会を与え 留置の必要があると思料するときは

４８時間以内に裁判官に勾留を請求し，留置の必要がないと思料すると

きは，直ちに被疑者を釈放しなければならないものとする。

(2) (1)の勾留の請求を受けた裁判官は，被疑者が３(1)の事項に違反した

， 。場合その他一定の場合には 被疑者を勾留することができるものとする

【検討課題】

１ 中間処分を設ける趣旨・必要性

現在の勾留の運用に具体的にどのような問題があるか。中間処分の対象

として想定されるのは具体的にどのような場合か。

２ 勾留との関係【制度概要１関係】

①中間処分は，勾留の理由のある被疑者のうち一定の要件に該当するも

のについてのみ，特に選択し得るものとするか，②勾留は，中間処分によ

っては罪証隠滅又は逃亡の防止を図ることができない場合に限ってするこ

（ ， 。）とができることとする 現行の勾留の要件を改め 補充性を要件とする

か。

３ 中間処分の要件（対象犯罪を含む 【制度概要１関係】。）

・ 対象犯罪を限定すべきか。限定する場合には，どのような視点から，

どのような範囲のものとするのが適当か。

・ 対象犯罪以外の要件をどのように定めることとするか。中間処分を選

択するのが適当でないのはどのような場合か。
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４ 中間処分をする場合の手続【制度概要２関係】

・ 逮捕前置とし，勾留との選択にすることとするか。

・ 検察官の請求によることとするか。検察官が勾留を請求した場合にも

中間処分を可能とするか，その場合の理論的根拠をどう考えるか。

・ 中間処分をするに当たって，あらかじめ被疑者の陳述を聴かなければ

ならないこととするか。

５ 中間処分の内容【制度概要３関係】

・ 罪証隠滅又は逃亡の防止を実効的に図るためには被疑者にどのような

事項を義務付ける必要があるか。取調べ等のための捜査機関への出頭を

義務付けることとするか。

・ 義務の遵守をどのようにして担保するか。

・ 中間処分の期間をどの程度とするか。

６ 勾留への移行【制度概要４関係】

・ どのような場合に勾留に移行することとするか。

・ 移行するための手続，特に，罪証隠滅又は逃亡を適時に防止するため

迅速な身柄拘束を可能にする仕組みとしてどのようなものが考えられる

か。

７ 勾留から中間処分への変更

勾留中の被疑者について中間処分への変更を可能とするか。その場合の

理論的根拠をどう考えるか。

８ 起訴後における中間処分の必要性

・ 起訴後についても中間処分を設ける必要があるか。

・ 保釈制度との関係をどう考えるか。
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第２ 身柄拘束に関する適正な運用を担保するための指針となるべき規定

考えられる規定の概要

１ 否認及び黙秘の取扱いに関する留意事項について

Ａ案

勾留又は保釈の裁判においては，被疑者若しくは被告人が嫌疑を否認し

たこと，取調べ若しくは供述を拒んだこと又は検察官請求証拠について第

３２６条の同意をしないことを被疑者若しくは被告人に不利益に考慮して

はならないものとする。

Ｂ案

勾留又は保釈に係る判断に当たっては，被疑者又は被告人が被疑事実若

しくは公訴事実を認める旨の供述若しくは陳述をせず，又は検察官請求証

拠について第３２６条の同意をしないことのみを理由として，罪証を隠滅

し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由があると認めてはならない。

２ 身柄拘束の必要性の判断に関する留意事項について

Ａ案

検察官，検察事務官及び司法警察職員は，できる限り，被疑者の身体拘

束を避け，身体を拘束する必要がなくなったときは直ちに釈放することに

努めなければならない。

Ｂ案

被疑者又は被告人の勾留については，その社会生活上の重要な利益を不

当に害しないように留意しなければならない。

【検討課題】

○ このような指針規定を設ける必要性があるか。

○ 指針規定の法律上の効果はどのようなものか，これに違反した場合には

どのような効果が生じるか。

○ 指針規定を設けることにより現行の運用にどのような影響が及ぶことと

なるか。

○ 刑事手続に関する諸原則とどのような関係に立つか。
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